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兵庫県における肝炎ウイルス検診状況と問題点 

研究分担者 坂井良行 西口修平 兵庫医科大学 内科学 肝胆膵科 

 

研究要旨 

【背景】肝炎ウイルス検診の個別勧奨制度が平成 23 年度より開始されたが、その後の検

診数の推移、兵庫各自治体格差がどの程度あるのかを評価し、その現状および改善方法につ

いて検討した。【方法】対象は平成 22 年～平成 27 年度における兵庫県が行っている現状調

査に基づくウイルス検診者。（１）検診者の年度別推移と全国との比較、（２）平成 26 年度

と 27 年度については各市町での受検状況を比較した。【結果】健康増進法に基づく個別勧

奨を開始した市町は年々増加し、それとともに検診数も増加した。肝炎ウイルス陽性者数は

大きな変化がなかったが、陽性者の精密検査率については、平成 23 年度は 27.8％、27 年

度 59.7％と増加傾向を認めたが、まだ 4 割ほどの陽性者は精密検査を受けていない状況で

あった。また、自治体別の受検者人口カバー率は、2.4％～25.6％と地域格差がかなり大き

い状況であり、精密検査率も格差が非常に大きい状況であった。 

【結語】健康健康増進法に基づく肝炎ウイルス検査は県が主体となり各市町自治体に委ね

ることで、その検診数は増加し、陽性者の精密検査率も増加した。しかし陽性者の精密検査

率はまだ不十分で、地域格差も大きい。また全人口カバーにはまだほど遠い状況である。今

後さらなる取り組みが必要である。 

 

 

Ａ．研究目的 

平成 23 年に肝炎対策基本指針が交付され、

健康増進法に基づく肝炎ウイルス検診の個

別勧奨制度が平成 23 年度より開始された。

兵庫県は地域に根付いた対応できるよう、

各自治体に肝炎ウイルス検査を依頼してい

る。しかし各自治体により格差があるのが

現状である。今回個別勧奨制度が開始され

た平成 23 年前後における検診数の推移、兵

庫各自治体格差がどの程度あるのかを評価

し、その現状および改善方法について検討

した。 

Ｂ．研究方法 

対象は平成 22 年～平成 27 年度における兵

庫県が行っている現状調査に基づくウイル

ス検診者。 

検討１（１）健康増進法と特定感染症事業

における全国肝炎ウイルス検診数の推移、

（２）兵庫県における肝炎ウイルス検診数

の推移と全国との比較、（３）健康増進事業

における HCV ウイルス検査の人口カバー

率と地域格差、についての検討を行った。 

検討２（１）兵庫県の肝炎ウイルス陽性者

の推移、（２）健康増進事業における肝炎陽

性者精密検査率の推移、（３）平成２７年度

健康増進事業における HBV・HCV 陽性者

精密検査率の地域差について、検討を行っ

た。 

Ｃ．研究結果 

検討１ 
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（１）健康増進法と特定感染症事業におけ

る全国肝炎ウイルス件数の推移（図１） 

肝炎ウイルス検診には、実地主体が市町

村である健康増進業事業と、実施主体が都

道府県と保健所設置市である特定感染症事

業による肝炎ウイルス検診がある。平成 23

年に肝炎対策基本指針が交付され、健康増

進法に基づく肝炎ウイルス検診の個別勧奨

制度が平成 23 年度より開始され、自治体に

もよるが、主に 40 歳以上の未受験者に 5 歳

刻みで 5 年間無料クーポンを配布している。

その健康増進事業においては、HBV 肝炎ウ

イルス検査が、平成 22 年度が 581397 人で

あったが、その後年々増加し平成 27 年度に

は 889740 人と全国的に年々増加傾向を認

めている。特定感染症事業においても同様

に増加しているが、健康増進事業による肝

炎ウイルス検査でより増加傾向を認めた。

HCV 肝炎ウイルス検診数についても同様

の傾向を認めた。 

 

(図１)  

 

 

（２）兵庫県における肝炎ウイルス検診数

の推移（図２）と全国との比較検討（図３） 

兵庫県においても、全国同様に検診数の

増加傾向を認めているが、全国と比較して

健康増進事業の割合が多い。 

健康増進法に基づく個別勧奨を開始した

市町は、平成 23 年度は 16/41 市町、25 年

度 32 市町、27 年度は 38 市町と年々増加

し、それとともに HBV・HCV の検診数は、

個別勧奨前が 30000 人であったのに対し、

23 年度は 40000 人、25 年度は 57000 人、

27 年度は 67000 人と増加し、全国と比較し

ても増加率が大きかった。 

（図２） 

 

 

（図３） 

 

 

（３）健康増進事業における HCV ウイル

ス検査の人口カバー率（図４）と地域格差

（図５） 

主に 40 歳～70 歳の未受験者に 5 歳刻み

で 5 年間無料クーポンを配布する健康増進

事業の肝炎ウイルス検査について、平成 23

年～27 年の 5 年間における HCV 肝炎ウイ

ルス総検数は 291623 件であった。平成 27

年度の兵庫県総人口 553 万人のうち、40～

70 歳人口は 226 万人であるが、対象者全員

に肝炎無料クーポンを配ったとすると、平

成 23 年～27 年度の HCV 肝炎ウイルス検

査受検率は、291623／2260000＝12.9％と
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計算される。 

また、平成 23 年～27 年の 5 年間におけ

る総検診数の 40 歳～75 歳人口カバー率を

各自治体別に見てみると、2.4％～30.0％と

地域格差がかなり大きい状況であることが

わかった。 

 

図４ 

 
 

図５ 

 
 

検討２ 

（１）兵庫県の肝炎ウイルス陽性者の推移

（図６） 

兵庫県の HBV 陽性者数は、健康増進事

業においては平成 25 年までは増加するも

その後横ばいで推移している。特定感染症

事業については、年 40 人前後で推移してい

る。陽性率については、検診数の増加もあ

り、健康増進事業において平成 22 年度が

0.94％、平成 27 年度は 0.64％と低下、特定

感染諸事業についても、平成 22 年度が

0.97％、平成 27 年度が 0.77％と低下した。 

HCV の肝炎陽性者数は、健康増進事業に

おいては平成 22 年度 339 人であったが、

その後年々減少傾向を認め、平成 27 年度に

は 214 人になっている。特定感染症事業に

ついては年 30 人前後で推移している。陽性

率については、陽性者数の減少と検診数の

増加も相まって、年々減少傾向を認めてい

る。 

（図６） 

 

 

（２）平成 27 年度健康増進事業における肝

炎ウイルス陽性者精密検査率（図７）と地

域差（図８、図９） 

健康増進事業における HBV 陽性者の精密

検査率については、平成 23 年度は 31.2％

（106/339）、25 年度 29.3％（145/494）、27

年度 60.8％（261/429）と、増加傾向を認め

た。HCV 陽性者の精密検査率についても、

平成 23 年度は 25.9％（78/301）、平成 25

年度 40.8％（86/211）、平成 27 年度 57.5％

（123/214）と、増加傾向を認めたが、HBV

および HCV 陽性者とも、まだ 4 割ほどの

陽性者は精密検査を受けていない状況であ

った。 

また、陽性者のフォローアップ体制が不十

分な地域があるため、HBV 陽性者と HCV

陽性者の精密検査率については、0～100％

と格差が非常に大きい状況であった。 

 

図７ 
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図８ 

 
 

図９ 

 
 

Ｄ．考察 

検討１に関して、平成 23年度以降、兵

庫県では健康増進事業に基づく個別勧奨

を開始する自治体は年々増加し、それと

ともに検診数も増え、全国と比較しても

高い増加率であったが、地域格差が大き

いことが分かった。また、健康増進事業の

検診数が多いこともあり、全国と比較す

ると特定感染症事業の割合が少ない傾向

があった。これを踏まえ、推奨すべき対策

としては、 

 健康増進事業に基づく肝炎ウイルス検査

は、個別勧奨を行う自治体の介入により

検診数の増加が見込まれるため、自治体

への呼びかけが必要。 

 特定感染症事業に基づく肝炎ウイルス検

査は、医師会への呼びかけや広報活動の

強化が必要。 

 

検討２の結果、検診における HCV 肝炎ウイ

ルス陽性者数は減少傾向し、HBV、HCV と

もに肝炎ウイルス陽性率は減少傾向であ

るが、精密検査率は年々増加傾向である。

しかし肝炎ウイルス陽性者のフォローア

ップ耐性が不十分な自治体があり、その

地域格差もかなり大きい状況。これを踏

まえ、推奨すべき対策としては 

 精密検査率が低い地域でのコーディネー

ター養成と派遣。 

 

Ｅ．結論 

 健康増進法に基づく肝炎ウイルス検査は、

主体を県から各市町自治体に委ねた。兵庫

県では、その成果について県や拠点病院が

集計し、それぞれの市町の現状について情

報を提供し、検診率の低い自治体に個別に

干渉し改善を求めた。 

この結果、県全体の検診数は増加し、陽性者

の精密検査率も増加したが、現状では陽性

者の精密検査率はまだ不十分で、地域格差

も大きい。 

兵庫県においては全人口をカバーするには

まだほど遠い状況であり、今後さらなる取

り組みが必要である。 

 

 

Ｆ．研究発表  

１．論文発表 

なし 

２．学会発表 

第 42 回日本肝臓学会西部会 シンポジウ
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